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※国使用欄なので記載を要しない
平成２５年度住民参加による低炭素都市形成計画策定モデル事業
応募書類（個表②：アセスガイドライン利用ケース）
（応募事業者名（申請代表者））
（共同実施者名）
※次ページ以降の赤字注釈及び「８．本事業で計上できる経費」は、記載時には削除して使用して下さい。
※応募資料は、原則としてＡ４版で作成して下さい。図表等、Ａ４版では判読が困難となる場合は、Ａ３版を使用して下さい。
※事業内容の概要図や地図・写真・図表等を用いる場合には、各記載欄に直接貼り付けるほか、別添資料として添付して下さい。その際、どこの項目の参考資料であることがわかるよう注釈や資料番号を付すようにして下さい。
※作成する電子データは、Microsoft社WindowsXP SP3上で表示可能なものとし、使用するアプリケーションソフトは、Microsoft社Word（ファイル形式はWord2007以下）又はMicrosoft社Excel（ファイル形式はExcel2007以下）、画像；BMP形式又はJPEG形式として下さい。
１．基本的事項（（１）～（３）でＡ４版２枚程度に収まるように記載して下さい）
（１）応募事業者（申請代表者）の情報
	申請団体名
	

	住所
	

	本件担当者氏名
	

	担当者所属・役職
	

	E-mail
	
	TEL/FAX
	


　※申請者の情報を記載。別添として、企業概要等のパンフレット、経理状況説明書（直近２決算期に関する貸借対照表及び損益計算書）及び定款又は寄附行為を添付して下さい。
　※環境省からの連絡は、本欄に記載された担当者を通じて行うので、応募内容等が分かる方として下さい。また、複数名を記載する必要がある場合には、記載欄を増やして下さい。
　（２）共同実施者
	申請団体名
	

	住所
	

	本件担当者氏名
	

	担当者所属・役職
	

	E-mail
	
	TEL/FAX
	


　※共同実施者の情報を記載。別添として、企業概要等のパンフレット、経理状況説明書（直近２決算期に関する貸借対照表及び損益計算書）及び定款又は寄附行為を添付して下さい。
　※環境省からの連絡は、原則として、申請代表者を通じて行います。共同実施者が複数者いる場合には、記載欄を増やして下さい。
（３）応募事業の概要
	事業名称
	事業内容に鑑み、適切な名称を付して下さい。

	事業実施場所
	○○○○
（○○県○○市）
	実施期間
	原則として２か年

	概算事業費（税込み）：
　○○千円（平成25年度○○千円・平成26年度○○千円）


	事業概要：
２．～６．の内容を簡略化して記載して下さい（５００字程度が目安）。


２．事業内容（各欄とも字数制限はありませんので、適宜記載欄を広げて使用して下さい）
	（１）事業のねらい

	※提案する開発事業等の目的、ねらい、必要性等を記載して下さい。

	（２）開発事業について

	1 応募区域の概要
2 計画する事業の内容
※事業内容について概要を記載して下さい。本欄では、削減効果など、３．以降に詳細を記載する項目は概略にとどめ、具体的に何を計画するのかを明らかにして下さい。
※事業内容の概要図や地図・写真・図表等を用いる場合には、本欄に直接貼り付けるほか、別添資料として添付して下さい。その際、本欄の参考資料であることがわかるよう注釈や資料番号を付すようにして下さい。
※複数年にわたる事業計画の場合には、何年度に何を実施するのかが明らかにわかるように記載して下さい。
※事業工程表は、別紙を参考に作成して下さい。
※どの取組項目に該当するか明らかにして下さい。

a)温室効果ガス排出量の削減（必須）

b)生物多様性への配慮（任意）

c)ヒートアイランド現象の緩和（任意）

d)資源循環の促進（任意）
　　e)その他の環境配慮項目（任意）
3 計画策定後の事業着手見込み
④ 先進性・他地域で参考になる点
⑤ 本開発事業における他の補助金・利子補給金等の交付状況(申請中も含む)



３．温室効果ガス削減効果（字数制限はありませんので、適宜記載欄を広げて使用して下さい）
	①目標とする二酸化炭素削減量
※計画策定後、開発事業を実施することで削減できる二酸化炭素量（t-CO2/年）を記載して下さい。
※実施する対策ごとに算定し、必ず算出根拠を明示してください。その際、推計値を用いる場合には、どのような仮定に基づき設定した値なのかを明確に記載して下さい。
②目標とする二酸化炭素削減率
※実施前の排出量のデータがある場合はデータの出典、ない場合には算出方法を記載して下さい。


４．業務達成目標（字数制限はありませんので、適宜記載欄を広げて使用して下さい）
	※毎年度業務達成目標をあらかじめ設定し、記載下さい。詳細については別紙様式に記入下さい。なお、事業終了時に目標達成について自己評価を行っていただきます。


５．事業の実施体制、役割分担（字数制限はありませんので、適宜記載欄を広げて使用して下さい）
	※事業の実施体制・組織・役割分担を記載して下さい。
※共同実施者がいる場合には、申請代表者との業務の役割分担・再委託予定額がわかるように記載して下さい。また、共同実施者を選定した理由を簡潔に記載して下さい。
※事業採択後に共同実施者の変更は原則として認められません。
※共同実施者との契約方法は次ページを参照して下さい。
※事業実施に当たって協力・支援を得られる組織についても、記載して下さい。


６．共同実施者との契約方法について
申請代表者と共同実施者との契約方法は下記のとおりです。
 SHAPE  \* MERGEFORMAT 



７．平成２５年度住民参加による低炭素都市形成計画策定モデル事業　経費内訳書
	経費区分
	金額
	内容
	備考

	人件費
人件費計
	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
	

	業務費
　
諸　　謝　　金
旅　　　　　　費
備　　品　　費
消　耗　品　費
印 刷 製 本 費
通 信 運 搬 費
借 料 及 び 損 料
　
会　　議　　費
賃　　　　　 金
雑 役 務 費
外   注   費

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
	

	業務費合計
	
	
	

	小　　　　　　計
	
	（人件費+業務費）
	

	一般管理費
	
	（人件費+業務費-外注費）×15％以内＝　　　　　　　　以内
	

	計
	
	
	

	消費税及び地方消費税
	
	
	

	合計
	
	
	



８．本事業で計上できる経費について
　本事業で直接経費として計上できる経費及びその説明は下記のとおりです。
	区分
	細目
	説明及び内容

	人件費
	
	住民参加による低炭素都市形成計画策定モデル事業（以下、単に「事業」という）に直接従事した職員等の人件費（原則として、本給のほか、賞与、諸手当及び社会保険料事業主負担分を含む。住居手当等は対象外）。
○国立試験研究機関及び国からの交付金により人件費を手当している独立行政法人等は、正規雇用職員の人件費を計上できない（公立機関も国に準じる）
○競争的研究資金や他の国庫委託費から当該職員の人件費が手当されている場合は、エフォートに応じた按分が必要
○赴任旅費や赴任手当に関しては、事業の専従者であり、規程に基づくもの、かつ６か月以上の雇用契約を結ぶものであれば計上可能
○通勤手当や期末賞与などは、数ヶ月分まとめて支払う場合でも、契約期間外の分については、月割りで除外すること

	業務費
	諸謝金
	事業への寄与に対する謝金。会議出席謝金、講演謝金、原稿執筆謝金、専門的知見や助言等に対する謝礼など。
○調査等におけるモニター及び協力者への謝礼
○共同実施者への謝金は計上できない。

	
	調査等旅費
委員等旅費

	調査等旅費：
　事業に直接従事する職員の業務、調査、連絡等に必要となる旅費。環境省との打合せに必要な旅費は本費目に計上する。
○共同実施者（再委託先職員）の旅費は、再委託先で計上すること。
委員等旅費：
　外部の事業協力者等に支払う旅費
○本事業では外国出張が必要な業務を想定していないため、外国旅費を計上する必要がある場合には必要性を明示の上、環境省担当官の了解を得ること

	
	備品費
	備品（税込単価５万円以上の物品）の購入に係る費用。
○事業に実施にあたり、購入が必要となる備品は、採択後、契約締結前に環境省と協議が必要。
○国からの委託費により製造し、取得し、または効用を増加させた物品の付加部分（以下「取得した物品等」という。）の所有権は国にあり、国の財産台帳へ記載されることとなる。したがって、受託者は、取得した物品等を善良なる管理者の注意をもって管理しなければならず、勝手に処分・搬出等はできない。そのため、本事業では、原則としてリースやレンタル等による方法を検討した上で必要な機器等を調達すること
○契約期間終了後、事業が継続して採択されている期間中において取得した物品等を引き続き使用する場合は、毎年度、物品継続使用許可申請書を提出する。
○事業の完了後は、撤去、有償譲渡のいずれかの方法により処分を行う。
○事業の完了後において、撤去をする場合には、環境省において他の業務等で使用、売払い、廃棄などの取扱いを検討するので、その間、受託者において、善良なる管理者の注意をもって管理する必要がある。
○事業の完了後において、譲渡を希望する場合には、環境省において売払の競争入札手続き（取得した物品等の態様によっては随意契約）を行うので、入札に参加し、落札した場合には売払契約を締結する。
○購入にあたっては、原則として３者以上から見積を徴収し、最低価格を採用すること。随意契約による場合には、その理由等が必要。
○リース等によって導入した場合には、「借料及び損料」に計上する。
○リース等によって導入する場合、事業期間中の環境省が負担する金額が、購入によって導入する金額よりも安価であること。

	
	消耗品費
	消耗品（税込単価５万円未満の物品）の購入に係る費用。
○コンピュータソフトウエアの購入費、２年を限度として用をなさなくなる物品、比較的長期（概ね２年）の反復使用に耐えない物品もしくは比較的長期の反復使用に耐えるが比較的破損しやすい物品（原則として税込５万円以上のものは消耗品である理由を提示すること：例　反復使用が不可能なもの）
事業の実施に直接必要な電気・ガス・水道料等の経費
○専用メーター等により、金額を明確に出来ること。

	
	印刷製本費
	会議資料、図面、報告書等の印刷製本、DVD-Rへの焼き付け等に必要な費用。

	
	通信運搬費
	郵便料、電話料、輸送料、高速道路利用料等の経費。

	
	借料及び損料
	機械器具の借料及び損料、会場借料、物品使用料及び損料に必要な経費。
○事業の実施にあたり必要な設備をリース等で導入した場合には、借料及び損料に計上する。

	
	会議費
	会議等に支給したお茶の類、その他会議に付随して支給した飲食物の類に要する費用。
○原則として、飲み物（アルコール類を除く。また、規程がある場合を除き、１人あたり税抜300円を限度とする）と弁当（規程がある場合を除き、１人あたり1500円を限度とする）のみ支給可能。お茶菓子は支給不可
○弁当については、午前～午後にまたがる会議など合理的な理由がある場合のみ支出可能

	
	賃金
	事業の補助員を雇用する賃金（会計など事務補助、事業執行の補助等の業務が対象）。
○通勤手当や期末賞与などは数ヶ月分まとめて支払う場合でも、契約期間外の分については、月割りで除外すること
○単価については各受託者で現在使用している賃金単価で計算する

	
	雑役務費
	役務外注費（一般管理費、諸経費等、間接的経費を含まない）、各種保守料、派遣会社を通じた事務員等に必要な経費。

	
	外注費
	事業の実施に際して必要となる業務の一部を他社に請け負わせるのに必要な経費（一般管理費、諸経費等、間接的経費を含むもの）。
○共同実施委託費との違いは、アンケート調査やデータ解析など、共同実施者には位置づけられないものの、業務の一部を他者に請け負わせるものを指す（一連の業務に付帯して発生する印刷、通訳、翻訳等を外部の専門業者に発注するものは外注費ではなく、印刷製本費や雑役務費等に計上する）。
○外注費は、直接費（人件費及び業務費）と間接経費（一般管理費）の合計額の１／２以上は認められない。

	
	共同実施委託費
	事業の一部を、申請代表者が共同実施者に再委託をするために必要な経費で、契約締結前に環境省が承認したものに限る。
○共同実施者への再委託はこの費目で計上し、申請代表者と同じく経費内訳書を作成すること
○共同実施委託費についても、直接費（人件費及び業務費）と間接経費（一般管理費）の１／２以上は原則認められないが、業務遂行上、必要とされる場合には、採択後、契約締結前に環境省と協議が必要。

	間接経費
	一般管理費
	下記算出式で算出された金額未満の金額を計上
（（人件費＋業務費）－（外注費＋共同実施委託費））×15%以内

	消費税
	
	消費税及び地方消費税


※上記以外で委託費での執行が相応しくないと判断する可能性があるものは下記のとおり。
a)国費から委託費として支出することに説明がつかないもの
　　　　机、プリンタ、アルバイト用などの一般的な仕様のPC、デジタルカメラ、基本的なソフトの導入、共通経費（企業としての郵便代等）の支払いなどは、事業に対する経費として認められません。
　b)事業と関係性及び必要性の認められないもの
　　　　事業内容と関係のない学会・会議等への出席。事業内容と関係ない消耗品等経費。
　c)余った予算の消化と思われるような、過度な年度末の予算執行
※経費内訳書作成にあたっては、以下の費用を含めて積算すること。
　　a)「環境省との打合せ旅費」として、年２回から４回分を積算（各回とも出席者分のみを想定の上、積算）。
　　b)「成果報告書の印刷費」として、納品するための報告書印刷費（製本版）として、５冊分を見込んで積算（部数は変更する可能性がある）。
c)成果報告書については、英訳サマリー（ネイティブチェックあり）が必要になるので、受託者の職員が英訳サマリーを作成する場合以外は、必ず必要な経費を計上してください。
別紙
平成２５年度住民参加による低炭素都市形成計画策定モデル事業　事業工程表
	項目
	平成２５年度
	平成２６年度

	
	７月
	１０月
	３月
	４月
	１０月
	３月

	
	
	
	
	
	
	


Ａ会社（申請代表者）


（環境省直接契約）





Ｂ大学（共同実施者）


（再委託契約）





Ｃ民間研究所（共同実施者）（再委託契約）





Ｄ会社（共同実施者）（再委託契約）





【原則】


申請代表者と環境省が直接委託契約を結び、共同実施者とは、申請代表者が再委託契約を締結する。





※本様式は、各作業に必要な人員数、必要な資機材ごとの経費等の内訳書を含む参考見積を記載して下さい（採択後に、再度見積書の提出が必要ですので、概算見積で結構です。）


※本様式は、年度ごとの所要額が明確にわかるように区分して作成し、共同実施者がいる場合には、再委託額の内訳もわかるように記載して下さい。


※作成にあたっては、次ページの「９．本事業で計上できる経費」の説明を参照の上作成して下さい。





※記載例にかかわらず、できるだけ細かく記載して下さい。１ページに収まらない場合には、年度ごとページを分けて作成して下さい。


※各年度とも、年度末までに業務実施報告書の提出が必要ですので、業務報告書の作成期間も含めて事業工程を組んで下さい。
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